
募集期間：３月２日（月）～16日（月） 

１ 

保育士等の確保について 

臨時職員を正規職員同等の待遇まであげること、正規の保育士を増やすことを提案

します。（２件） 

会計年度任用職員を来年度より採用することにより現在に比べ、勤務条件や報酬単

価が改善されることとなっています。 

また、平成 30 年度は３名、平成 31 年度は４名、令和２年度には６名採用しており、

できる限り正規保育士の増員に努めています。 

２ 

放課後児童クラブについて 

南箕輪小学校放課後児童クラブは昨年の夏休み申込者が多く、申し込みを制限しな

ければいけないかもしれないという話しを伺いました。 

申し込み希望者に対しては対応をお願いしたいです。 

夏休みや春休みなど、利用が集中する時期については南箕輪小学校の空き教室を利

用し、対応をしており、申込者の制限を行うことも予定しておりません。 

３ 

病児・病後児保育について 

保育園では風邪、胃腸炎の症状があっても見ないふりをして登園させ、菌をばら撒

いているケースがあります。 

もっと病児保育の周知をし、利用をしやすくするようにしてほしいです。 

また、冬場、病気の流行期は枠が空いていないことがあり、申し込みを断られるこ

とがあります。 

期間限定で良いので、定員を増やせるよう検討してほしいです。（２件） 

病児保育の利用推進につきまして、今後周知方法などを含めて検討していきます。 

定員の受け入れ人数については、各施設の定員に限りがありますが、両施設の申込

みを勧め、施設間での調整を行えるようにしています。 

４ 

こども館中学生学習支援について 

会場はこども館ではなく、南部小のように中学校の空き教室を利用したらどうで 

しょうか。 

また、講師は職員ではなく地域の方々にお願いし、やりがいや生きがいに繋がる 

仕組みを作ってはどうでしょうか。 

こども館とは別に、教育委員会にて放課後支援学習事業を行っております。 

ボランティアとして高校生から 80 歳代までの方に講師をしていただき、学習支援を

行っております。 

随時学習支援ボランティアの募集を教育委員会事務局で行っております。 

５ 

母乳相談事業について 

産後の母乳については個人差があるので、補助券の有効期限をもう少し長くして 

ほしいです。 

多くの方には期限内で利用していただいておりますが、ニーズが高まるようでした

ら、調整及び検討をさせていただきます。 



６ 

少子化について 

子どものうちからライフキャリア教育を実施してほしいです。 

晩婚化が増え、高齢出産が増えています。 

不妊や卵子の老化などについての知識が全くありませんでした。 

産みたいと思った時に産めなくて後悔しないように教育が大切だと思います。 

また、女性の社会進出が増えてきており、第二子、第三子と出産するには男性の家庭

での役割がとても重要となってきます。 

今までのように男は仕事、女は家庭という価値観を教育を通して新しいものにアッ

プデートしていくことが必要だと思います。 

ライフキャリア教育の充実 

共働き夫婦の男性の育児休暇と育児参加の必要性、女性の高齢出産に対するリスク

などの早期教育を求めます。 

婚姻率増加の大切さ、不妊治療のための費用軽減化に対する不妊検査の必要性、健康

な赤ちゃんを産むためのトータル的な心構えなどを盛り込んだ教育を、早期に行う

ことを求めます。 

男女共同参画行動計画など関連するものもありますので、関係係と連携を図りなが

ら検討していきたいと思います。 

７ 

まず産める、産みたい村への向上 

子育ての基本である妊娠、出産に対して村の努力を求めます。 

産院、産科医の減少で出産そのものに壁があります。 

素晴らしい自然環境で出産してもらうための助産師や産科医の誘致を、ハイリスク

出産に対する総合病院との連携も含めて検討を求めます。 

また、医療費の負担軽減、高校の無償化で、こども一人当たりにかかる費用がどのよ

うに変化しているのか明文化し、産みたくなるライフプランの提示を求めます。 

助産師や産科医の誘致につきましては、慎重に検討をしていく必要がありますが、ハ

イリスク出産につきましては、総合病院と相互に連携を取り対応しています。 

現在お示しできるライフプランはありませんが、今後関係係と検討していきます。 

８ 

村政や村の事業に対する周知の見直し 

今回のパブリックコメント募集の周知が足りないと思いました。 

貴重な機会ですし、ホームページの発信側の垂れ流しではなく、周知方法を見直し、

村のメール配信などをもっと使ってきめ細かい行政サービスの提供周知を求めま

す。 

また、知りたいサービスなどの情報を知る窓口を広げ、村民と村の行政との距離を縮

める村民教育を求めます。 

周知につきまして、地元新聞の活用などもしましたが、メール配信や母子モによる周

知も行っていきます。 

９ 

安心の家について 

通学路途中の対象の家が分かるような地図があると助かります。 

要望につきまして、担当課を通じ警察署へ伝えさせていただきます。 

 


